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１ 学校教育関連                          

                         

 

事 

項 

 

① 小学校（国公私立）では，１学校，１学級，教員１人当たりの児童数が少なく，

児童１人当たりの教員数の割合が高い。 

 

デ 
 

 
 
 

 

ー 
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等 

 

                                     （各年５月１日現在：単位（人）） 

 

  

年度 

１学校当たりの児童数 １学級当たりの児童数 教員１人当たりの児童数  

 順位 都道府県 児童数 順位 都道府県 児童数 順位 都道府県 児童数 

 

３ 

１ 高 知 138.8 １ 高 知 16.4 １ 高 知 10.6  

 ２ 島 根 168.3 ２ 島 根 17.1 ２ 島 根 10.7  

 ３ 和歌山 176.8 ３ 徳 島 17.7 ３ 和歌山 11.2  

 ４ 鹿児島 178.0 ４ 鹿児島 17.9 ４ 徳 島 11.4  

 ５ 徳 島 182.8 ５ 鳥 取 18.4 ５ 鳥 取 11.6  

       ６ 鹿児島 11.8  

           

 全国  321.9 全国  22.8 全国  14.7  

  

 

 

４ 

 

 

 

１ 高 知 138.0 １ 高 知 16.3 １ 高 知 10.7  

 ２ 島 根 167.0 ２ 島 根 17.0 ２ 徳 島 10.8  

 ３ 和歌山 175.0 ３ 徳 島 17.4 ３ 和歌山 10.9  

 ４ 鹿児島 176.7 ４ 鹿児島 17.5 ４ 鳥 取 11.2  

 ５ 徳 島 180.9 ５ 和歌山 18.2 ５ 鹿児島 11.6  

           

 全国  321.0 全国  22.4 全国  14.5  

  

 

 

５ 

１ 高 知 135.6 １ 高 知 14.7 １ 高 知 10.5  

 ２ 島 根 165.6 ２ 島 根 16.9 ２ 和歌山 10.6  

 ３ 鹿児島 175.1 ３ 鹿児島 17.1 ３ 島 根 10.8  

 ４ 和歌山 175.7 ４ 徳 島 17.2 ４ 徳 島 11.1  

 ５ 徳 島 179.8 ５ 和歌山 17.8 ５ 鹿児島 11.4  

           

 全国  318.7 全国  22.1 全国  14.3  

【出典，資料】 

  学校基本調査に基づく数値により算出（教育行政基礎資料から） 
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 本県は，地理的要因から，へき地等指定学校が多く，また，小規模校が多いため，

小学校（国公私立）の１学校，１学級，教員１人当たりの児童数が少なくなってい

る。 

 このことから実態として児童１人に関わる教員数の割合が高いことが伺える。 
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② 中学校（国公私立）では，１学校，１学級，教員１人当たりの生徒数が少なく，

生徒１人当たりの教員数の割合が高い。 

デ 
 

 
 
 

ー 
 
 

 
 

タ 
 
 

 
 

等 

 

                                       （各年５月１日現在：単位（人）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

１学校当たりの生徒数 １学級当たりの生徒数 教員１人当たりの生徒数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順位 都道府県 生徒数 順位 都道府県 生徒数 順位 都道府県 生徒数 

 

 

 

３ 

 

 
 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

高  知 

島  根

和歌山

青 森

長 崎 

133.8 

179.4 

185.0 

190.7 

192.4 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

高 知

徳 島

島 根

鳥 取

秋 田 

20.6 

21.0 

21.3 

22.0 

22.2 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

高  知 

島  根 

徳 島 

青 森

秋 田 

 8.4 

 9.3 

10.0 

10.1 

10.1 

９ 鹿児島 203.1 19 鹿児島 24.5 ８ 鹿児島 10.6 

全国  320.5 全国  26.9 全国  13.0 

 

 

 

４ 

 

 
 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

高  知 

島  根

和歌山

青 森

長 崎 

132.9 

177.0 

184.5 

186.2 

192.3 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

高 知

徳 島

島 根

鳥 取

秋 田 

20.4 

20.9 

21.0 

21.8 

21.8 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

高  知 

島  根 

青 森 

秋 田 

徳 島 

 8.4 

 9.3 

 9.9 

 9.9 

10.0 

９ 鹿児島 203.6 19 鹿児島 24.2 ８ 鹿児島 10.6 

全国  320.1 全国  26.7 全国  13.0 

 

５ 

１ 高 知 133.5 １ 高 知 20.2 １ 高 知 8.5  

 ２ 島 根 174.8 ２ 島 根 20.7 ２ 島 根 9.2  

 ３ 和歌山 182.6 ３ 徳 島 21.1 ３ 青 森 9.8  

 ４ 青 森 186.5 ４ 岩 手 21.6 ４ 秋 田 10.0  

 ５ 長 崎 190.9 ５ 鳥 取 21.7 ５ 和歌山 10.0  

 ９ 鹿児島 206.0 19 鹿児島 23.8 10 鹿児島 10.6  

 全国  319.5 全国  26.5 全国  12.8  

【出典，資料】 

  学校基本調査に基づく数値により算出（教育行政基礎資料から） 
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 本県は，地理的要因から，へき地等指定学校が多く，また，小規模校が多いため，

中学校（国公私立）の１学校，１学級，教員１人当たりの生徒数が少なくなってい

る。 

 このことから実態として生徒１人に関わる教員数の割合が高いことが伺える。 
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③ 小学校（公立）では，県全体の本務教員数に占める男性教員の割合が高い。 
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    男性教員の占める割合               （各年５月１日現在）    

  

年度 

公立小学校 【参考】公立中学校          

       順位 都道府県 割合(%) 順位 都道府県 割合(%) 

  １ 北海道 46.2 １ 北海道 62.5  

  ２ 鹿児島 42.7 ２ 長 野 60.9  

  ３ 長 崎 41.3 ３ 静 岡 60.2  

 ３ ４ 静 岡 41.0 ４ 岐 阜 59.4  

  ５ 長 野 40.8 ５ 鳥 取 58.0  

     13 鹿児島 56.7  

  全国  37.4 全国  55.5  

  １ 北海道 46.2 １ 北海道 62.4  

  ２ 鹿児島 42.5 ２ 長 野 60.6  

  ３ 長 崎 40.8 ３ 静 岡 59.9  

 ４ ４ 長 野 40.7 ４ 岐 阜 58.8  

  ５ 静 岡 40.5 ５ 鳥 取 57.7  

     13 鹿児島 56.0  

  全国  37.3 全国  55.3  

  １ 北海道 45.6 １ 北海道 62.1  

  ２ 鹿児島 42.4 ２ 長 野 60.0  

  ３ 長 崎 40.6 ３ 静 岡 59.4  

 ５ ４ 長 野 40.4 ４ 岐 阜 58.4  

  ４ 静 岡 40.4 ５ 鳥 取 57.3  

     16 鹿児島 55.6  

  全国  37.2 全国  55.0  

【出典，資料】                                                  

  学校基本調査に基づく数値により算出（教育行政基礎資料から） 
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 全国的な傾向として，小学校では女性教員の占める割合が高く，中学校では男

性教員の占める割合が高い。 

 本県においては，近年，公立小学校・公立中学校でもほぼ横ばいとなってい

る。 
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④ 小・中学校（公立）では，へき地にある学校の割合が高い。 
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ー 
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                       （令和５年５月１日現在）（参考） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 種 

 

 

順位 

 

 

都道府県 

 

 

全学校数 

 

へき地等 

 

学 校 数 

 

割合(%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全 児 童 

 

 生 徒 数 

へ き 地 等 学 校 

 

児 童 生 徒 数 

 

割合(%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 小 

 学 

 校 

 

 

 １  鹿児島 487 201 41.3 84,739 10,529 12.4 

 ２  北海道 942 323 34.3 219,785 22,625 10.3 

 ３  沖  縄 261 83 31.8 98,691 8,651 8.8 

 ４  島 根 196 57 29.1 32,449 2,872 8.9 

 ５  高 知 219 62 28.3 29,047 1,026 3.5 

 全   国  18,669   1,594    8.5 5,933,907 83,397   1.4 

 

 中 

 学 

 校 

 

 

 １  鹿児島 209 86 41.1  42,887 4,951 11.5 

 ２  北海道 544 199 36.6 115,241 12,032 10.4 

 ３  沖 縄 143 52 36.4 47,746 4,320 9.0 

 ４  島 根 92 28 30.4 16,362 1,358 8.3 

 ５  高 知 113 33 29.2 12,886 526 4.1 

  全   国 9,095 852 9.4 2,902,882 41,877 1.4 

       ※へき地等学校数は，へき地，準へき地及び特別地の合計数である。 

   

【出典，資料】  学校基本調査（令和５年５月１日現在） 
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へき地等学校は，へき地教育振興法等に基づき，文部科学省が定める基準により，

おおむね６年ごとに指定している。（直近の指定は令和４年４月１日） 

本県でへき地等学校の割合が高い理由としては，離島の学校が多いこと（小： 

134 校，中：69 校，義：４校。へき地等学校のうち約 73％）などが考えられる。 
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⑤ 小・中学校（公立）では，県全体の学級数に占める複式学級の割合が高い。 

 

 

デ 
 

 
 
 

ー 
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                                      （各年５月１日現在）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

公立小学校 公立中学校         

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順位 都道府県 割合(%) 順位 都道府県 割合(%) 

 

 

 

３ 

 

 

 

１ 鹿児島 9.8 １ 鹿児島 1.46 

２ 

３ 

４ 

５ 

 

全国 

高 知 

島 根 

和歌山 

山 口 

 

 

8.1 

6.6 

5.8 

5.7 

 

1.6 

２ 

３ 

４ 

５ 

 

全国 

沖 縄 

宮 崎 

北海道 

長 崎 

 

 

0.80 

0.67 

0.62 

0.60 

 

0.14 

 

 

 

４ 

 

 

 

１ 鹿児島 9.9 １ 鹿児島 1.23 

２ 

３ 

４ 

５ 

 

全国 

高 知 

島 根 

山 口 

和歌山 

 

 

8.2 

6.8 

5.8 

5.6 

 

1.6 

２ 

３ 

４ 

５ 

 

全国 

北海道 

沖 縄 

和歌山 

高 知 

 

 

0.69 

0.67 

0.61 

0.56 

 

0.13 

 

５ 

 

１ 鹿児島 9.9 １ 鹿児島 1.43  

 ２ 高 知 7.8 ２ 沖 縄 0.81  

 ３ 島 根 6.7 ３ 長 崎 0.69  

 ４ 山 口 6.0 ３ 北海道 0.69  

 ５ 和歌山 5.9 ５ 宮 崎 0.61  

        

 全国  1.6 全国  0.13  

【出典，資料】                                                  

  学校基本調査に基づく数値により算出（教育行政基礎資料から） 

 

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 

 本県は，地理的要因から，へき地等にある学校が多く，また，小規模校が多い

ため，複式学級の占める割合が高いと考えられる。 
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⑥ 小・中学校（公立）では，山村留学制度を導入している学校が多い。 

 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
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 ○ 令和４年度  都道府県別の山村留学生受入人数 

 

 

 

 

 

 

順位   都道府県 受入人数(人)  

 

 

 

山村留学（全国） 件数  

 

 

 

１   鹿児島県 １６１ 実施都道府県 ２２ 

２   長 野 県 １５１ 実施自治体 ６４ 

３   北 海 道   ５８ 実 施 校 １３９ 

４   山 梨 県   ５２  

 ５   群 馬 県   ４１ 

  ＜ＮＰＯ法人全国山村留学協会ＨＰ確認（令和６年５月１日現在）＞ 

      ・任意の調査のため，下記の【参考】の本県独自調査に記してある数字とは異なる。 

   ・ＮＰＯ法人全国山村留学協会ＨＰ更新は隔年。 

   

  【参考】  本県における山村留学制度の導入の状況（県の独自調査） 

                 （令和６年５月１日現在） 

 

 

 

 

   年 度 実施市町村 受け入れ学校数  留学生数  

 

 

 

令和４年度 ２１ ６３ ２５２ 

令和５年度 ２２ ６５ ２８１ 

令和６年度 ２１ ６２ ２８５ 

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 本県の小・中学校は，その約半数がへき地・小規模校である。 

  小規模校においては児童生徒数の減少が課題の一つであるが，少人数指導

によるきめ細かな教育や特色ある教育活動を行うことができる。 

また，山村留学制度を充実させることによって学校や地域の活性化を図っ

ている。 

 

 

 

参 

考 
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⑦ 小・中学校において，読書に親しんでいる児童生徒の割合が高い。 
 
 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 
＜全国学力・学習状況調査の質問紙調査＞ 
 質問事項「読書は好きですか。」に「当てはまる」と回答した児童・生徒の割

合（％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査年度 鹿児島県 全国 全国との差  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 29 年度
 小６ 52.1 49.0 3.1 

中３ 49.0 46.1 2.9 

平成 30 年度
 小６ 

調査項目無し 
中３ 

令和元年度
 小６ 47.2 44.3 2.9 

中３ 42.3 38.9 3.4 

令和３年度
 小６ 

調査項目無し 
中３ 

令和４年度
 小６ 43.7 41.9 1.8 

中３ 41.0 37.9 3.1 

令和５年度 小６ 42.0 39.4 2.6 

中３ 38.9 35.2 3.7 

   ※ 令和２年度は中止，令和６年度は調査項目なし 
 
 質問事項「学校の授業時間以外に，普段（月曜日から金曜日），１日当たりど

れくらいの時間，読書をしますか。（電子書籍の読書も含む。教科書や参考書，
漫画や雑誌は除く）」に「全くしない」と回答した児童・生徒の割合（％） 
 
 
 
 
 
 
 

調査年度 鹿児島県 全国 全国との差  
 
 
 
 
 
 

令和３年度
 小６ 15.8 24.0 8.2 

中３ 26.4 37.4 11.0 

令和４年度
 小６ 20.2 26.3 6.1 

中３ 29.3 39.0 9.7 

令和５年度
 小６ 19.0 24.5 5.5 

中３ 27.7 36.8 9.1 

   ※ 令和２年度は中止，令和６年度は調査項目なし 
 
【出典，資料】 
  「全国学力・学習状況調査」児童・生徒質問紙調査結果 
 

 説 
 明 
 又 
 は 
 解 
 説 

 毎年４月に実施される「全国学力・学習状況調査」(小学校６年生，中学校３

年生：悉皆調査)における児童･生徒質問紙調査結果において，「読書が好きであ
る」と回答した本県の児童・生徒は全国平均を上回っている。また，「普段，読

書を全くしない」と回答した本県の児童・生徒は一定数見られるものの，全国平
均よりも低い。 
 

 
参 
考 
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事 
項 

 
⑧ 工業高校生（国公私立）のジュニアマイスター顕彰(資格取得)の認定数 

が多い。 
 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度 順位 都道府県名 申請者数 
 

 

 

 

 

 

 

 

※H30ジュニアマイスターブロンズ新設 
 

 

Ｒ３ 

１   福 岡  １，１２６ 
２   愛 知  １，０６８ 
３   熊 本  １，０６６ 
４   鹿児島    ７８８ 
５   長 崎      ７８７ 
６   北海道      ６５１ 
７   福 島    ６３５ 
８   岡 山      ５１９ 
９   青 森     ５１１ 
10   兵 庫    ４８９ 

  全    国 １５，９３１ 

Ｒ４ 

１   福 岡  １，１５９ 
２   愛 知    ９３５ 
３   熊 本    ９２６ 
４   長 崎    ８７０ 
５   鹿児島      ７６０ 
６   福 島      ６２６ 
７  北海道    ５９５ 
８  兵 庫    ５８９ 
９  青 森    ４７３ 
10  岩 手    ４４１ 

  全    国 １５，０４４ 

Ｒ５ 

１   愛 知 ８９７ 
２   福 岡 ８１２ 
３   熊 本 ７３８ 
４   長 崎 ７１５ 
５   福 島 ５４８ 
６   鹿児島 ５３９ 
７  北海道 ４７３ 
８  兵 庫 ４６２ 
９  青 森 ４２５ 
10  広 島 ４０３ 

  全    国 １２，８６８ 

 
 
【出典，資料】全国工業高等学校長協会資料から作成（毎年度３月現在）

 

説 
明 
又 
は 
解 
説 

本県は，県産業教育審議会専門部会（工業）において，工業高校の活性化へ
の取組の一つに「職業資格取得へのチャレンジ」をあげており，県高等学校教
育研究会工業部会主催の「ハイグレードセミナー」の実施や，各学校において，
国家資格や検定試験などに積極的に取り組んでいる。 
 成果として，鹿児島県の工業高校生のジュニアマイスター顕彰制度の認定者
数は，令和５年度全国６位となっており，常に全国上位である。 

参 

考 

 

 (参考) 
◎ジュニアマイスター顕彰制度 
 現在 200 以上の職業資格・検定と約

80のコンテストが点数化されており，

その中から生徒が在学中に取得した

職業資格や各検定の等級，入賞したコ

ンテストに対して得た点数の合計に

よって，20 点以上を『ジュニアマイ

スターブロンズ』，30 点以上を『ジ

ュニアマイスターシルバー』，さらに

45 点以上の特に優れた生徒には『ジ

ュニアマイスターゴールド』の称号を

贈っている。 
    （全国工業高等学校長協会） 

8



                    
 

事 

項 

 

 

⑨ 大学等（大学，短大，専攻科等）進学者に占める，大学（学部）への 

 進学者の割合が低い。 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

                                                                 

  ◎大学（学部）進学率が低位の都道府県（国公私立高校合計分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卒業年月 順位 都道府県名 割合(%) 全国平均(%) 九州平均(%)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

Ｒ３．３ 

 

 

１ 鹿児島 ７５．４       

      

９２．０ 

      

 

      

      

８６．７ 

      

 

２ 

３ 

４ 

５ 

大 分 

鳥 取 

宮 崎 

長 野 

８０．０ 

８３．５ 

８５．０ 

８５．７ 

     

     

Ｒ４．３ 

 

 

１ 鹿児島 ７７．７       

      

９２．８ 

      

 

      

      

８７．６ 

      

 

２ 

３ 

４ 

５ 

大 分 

鳥 取 

秋 田 

宮 崎 

８１．３ 

８４．８ 

８５．８ 

８６．２ 

     

     

Ｒ５．３ 

 

 

１ 鹿児島 ７８．０       

      

９３．５ 

      

 

      

      

８８．２ 

      

 

２ 

３ 

４ 

５ 

大 分 

鳥 取 

宮 崎 

秋 田 

８０．９ 

８５．２ 

８６．０ 

８７．４ 

  【出典，資料】  

   学校基本調査に基づく数値により算出(教育行政基礎資料から)   

      

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

                                                          

  本県は，短期大学進学者と高等学校（専攻科）進学者の割合が全国と比較

して高いため，大学（学部）への進学者の割合が低い。 

  

                       

                                                                 

    

 

 

 

参 

 

考 

 

 

 

  ◎大学等進学率（現役） 

 

 

 

 

卒業年月 全国平均 鹿児島 順位                 

        

 

 

 Ｒ３．３ ５７．４％ ４５．１％ ４５ 

 Ｒ４．３ ５９．５％ ４６．５％ ４５ 

 Ｒ５．３ ６０．８％ ４６．４％ ４６ 

 【出典，資料】 

   学校基本調査に基づく数値により算出(教育行政基礎資料から) 
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事 
項 
 

 
⑩ 高校卒業者（国公私立）の就職率が高い。 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

卒業年月 順 位 都道府県名 割合(%)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     

 

 

 

 

 
 
 
 
 
Ｒ３．３ 
 

 

 

１ 山 口 29.9 
２ 佐 賀 28.9 
３ 秋 田 27.8 
４ 宮 崎 27.4 
５ 山 形 27.3 
６ 岩 手 27.1 
７ 長 崎 27.0 
８ 福 島 26.8 
９ 青 森 26.5 
10 三 重 25.5 
11 鹿児島 24.6 

全    国 15.7 
 
 
 
 
 
Ｒ４．３ 
 

 

 

 

１ 佐 賀 28.5 
２ 山 口 28.0 
３ 秋 田 27.5 
４ 宮 崎 26.0 
５ 福 島 25.9 
６ 岩 手 25.4 
７ 山 形 25.2 
８ 長 崎 25.0 
９ 三 重 24.7 
10 青 森 24.2 
11 熊 本 23.8 

12 鹿児島 23.2 
全    国 14.7 

 
 
 
 
 
Ｒ５．３ 
 

 

１ 佐 賀 28.0 
２ 山 口 27.3 
３ 秋 田 27.0 
４ 長 崎 25.9 
５ 福 島 25.7 
６ 岩 手 25.6 
７ 宮 崎 25.6 
８ 山 形 24.5 
９ 三 重 24.0 

10 鹿児島 23.7 
全    国 14.2 

【出典，資料】 

   学校基本調査に基づく数値により算出（卒業後の状況調査から）     
説 
明 
又 
は 
解 
説 

 
 本県は専門学科在籍者の割合が高く，専門学科の卒業者の多くが就職する
ことから，就職率が高い。 
 
 
 

参 

考 

 
○ その他の九州各県の状況   

12 位 熊本（23.0%），13 位 大分（21.8%），35 位 福岡（14.6%） 
38 位 沖縄（13.5%） 
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事 

項 

 

 

⑪ 高校卒業者（国公私立）の県外への就職率が高い。 

 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卒業年月 順 位 都道府県名 割合(%)  

〈参考〉 

 鹿児島県高等学校令和５年 

 ３月卒業者数 13,328 人 

   

 

 

Ｒ３.３ 

 

 

１ 青 森 41.3 

２ 鹿児島 40.2 

３ 宮 崎 39.5 

４ 熊 本 38.3 

５ 佐 賀 34.2  

 

 

 就職者数  3,165 人（23.7%)  

 

 

全    国 18.1  県内就職 1,999 人 (63.2%) 

 

 

Ｒ４.３ 

 

 

１ 熊 本 37.6  県外就職  1,166 人 (36.8%) 

２ 宮 崎 37.5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 青 森 37.4 

４ 鹿児島 35.5 

５ 佐 賀 33.6 

全    国 17.5 

 

 

Ｒ５.３ 

 

 

１ 青 森 38.3 

２ 鹿児島 36.8 

３ 熊 本 36.8 

４ 宮 崎 36.2 

５ 佐 賀 34.2 

全    国 18.0 

 

【出典，資料】 

  学校基本調査に基づく数値により算出（教育行政基礎資料から）   

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 本県は，県外就職割合は増加しており，全国平均と比較しても，高い傾向

にある。 

 主な理由に，大都市で働きたい（40.5％），居住市町村内に就職先がない

（17.7％），県外は賃金が高い（10.8％）が挙げられる。 

 

 
 
 
参 

 

考 

 
○ 県外就職者の就職先の内訳（上位５都道府県）                        

  

   

都道府県名 福岡 東京 愛知 大阪 神奈川  

 人数 266 198 131 126 81 
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事 

項 

 

 

⑫ 公立高等学校入学者の充足率（募集定員に対する入学者数）が低い。 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

                                                                 

  ◎公立高等学校入学者の充足率が低い順（全日制課程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年月 順位 都道府県名 割合(%) 全国割合(%) 九州割合(%)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

Ｒ３．５ 

 

 

１ 高 知 ６４．６  

 

８８．９ 

 

 

 

 

８４．２ 

 

 

２ 鹿児島 ７３．１ 

３ 

４ 

５ 

熊 本 

愛 媛 

岩 手 

７３．５ 

７６．７ 

７６．９ 

     

     

Ｒ４．５ 

 

 

１ 高 知 ６４．３  

 

８９．５ 

 

 

 

 

８５．４ 

 

 

２ 鹿児島 ７３．７ 

３ 

４ 

５ 

熊 本 

岩 手 

山 形 

７４．７ 

７７．６ 

７９．２ 

     

     

Ｒ５．５ 

 

 

１ 高 知 ６２．４  

 

８９．６ 

 

 

 

 

８６．４ 

 

 

２ 鹿児島 ７３．２ 

３ 

４ 

５ 

岩 手 

長 崎 

山 形 

７３．９ 

７８．８ 

７９．４ 

     

【出典，資料】  

  学校基本調査に基づく数値により算出        

説 

明 

又 

は 

解 

説 

                                                          

  本県の公立高校全日制課程への入学充足率は，他県と比較して低い。 

 入学充足率が低い都道府県は，１学年３学級以下の小規模校の割合が多い。 

 

 

 

参 

 

 

 

考 

  ◎Ｒ５ 公立全日制学校規模（１学年３学級以下の割合が高い順） 

 順位 都道府県 学校数 ３学級以下 割合(%)  

 １ 北海道 ２１２ １１３ ５３．３  

 ２ 岩 手 ６３ ３２ ５０．８  

 ３ 長 崎 ５５ ２７ ４９．１  

 ４ 鹿児島 ６８ ３３ ４８．５  

 ５ 島 根 ３６ １７ ４７．２  

 合計  ３，２８３ ７３８ ２２．５  

  

【出典，資料】富山県教育委員会調査 
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事 

項 

 

⑬ 在籍生徒数のうち専門学科の在籍生徒数の割合が高い。 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

                                                                 

  ◎専門学科に在籍する生徒の割合（公立全日制課程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年月 順位 都道府県名 割合(%) 全国割合(%) 九州割合(%)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

Ｒ３．５ 

 

 

１ 宮 崎 ５６．４  

 

２７．４ 

 

 

 

 

３６．９ 

 

 

２ 鹿児島 ４７．３ 

３ 

４ 

５ 

岡 山 

佐 賀 

福 島 

４５．１ 

４２．７ 

４１．１ 

     

     

Ｒ４．５ 

 

 

１ 宮 崎 ５６．１  

 

２７．３ 

 

 

 

 

３６．７ 

 

 

２ 鹿児島 ４７．４ 

３ 

４ 

５ 

福 井 

岡 山 

佐 賀 

４５．３ 

４４．９ 

４２．５ 

     

     

Ｒ５．５ 

 

 

１ 

２ 

宮 崎 

福 井 

５６．１ 

４８．６ 

 

 

２７．２ 

 

 

 

 

３６．７ 

 

 

３ 鹿児島 ４７．６ 

４ 

５ 

岡 山 

佐 賀 

４４．９ 

４２．３ 

     

  【出典，資料】  

   学校基本調査に基づく数値により算出        

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

                                                          

  本県は他県と比較し，専門学科に進学する生徒の割合が高い。 

 本県では公立高校 68 校に 67 の専門学科（大学科）を設置しており，他県

と比較しても設置率が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

参 

 

 

 

考 

 

 

 

  ◎Ｒ５公立全日制課程における専門学科（大学科）設置率  

 順位 都道府県 公立高校数 専門学科数  設置率  

 １ 福 井 ２４ ２９ 1.208  

 ２ 宮 崎 ３５ ４１ 1.171  

 ３ 鹿児島 ６８ ６７ 0.985  

 ４ 岡 山 ５３ ４９ 0.925  

 ５ 香 川 ３０ ２６ 0.867  

 合計  ３，２８３ １，７４２ 0.531  

  【出典，資料】  

   学校基本調査及び富山調査に基づく数値により算出 
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事 

項 

 

 

⑭ 英検準１級程度（CEFR B2 レベル）以上を取得している高校の英語担当

教員の割合が低い。 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 

◎  英検準１級程度（CEFR B2 レベル）以上を取得している高校の英語担当

教員の割合が低位の都道府県               

 

 令和４年度 令和５年度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 順位 都道府県名 割合(%) 全国平均(%) 順位 都道府県名 割合(%) 全国平均(%) 

 １ 宮 城 ５０．８  １ 北海道 ５７．７  

 ２ 北海道 ５４．８  ２ 宮 城 ６３．１  

 ３ 福 島 ５５．３  ３ 福 島 ６６．６  

 ４ 秋 田 ５７．９  ４ 鹿児島 ６８．２  

 ５ 島 根 ５９．９ ７２．３ ５ 秋 田 ６８．５ ８０．７ 

 ６ 埼 玉 ６０．１  ６ 栃 木 ７０．７  

 ７ 鹿児島 ６１．２  ７ 大 阪 ７３．９  

 ８ 愛 知 ６１．６  ８ 千 葉 ７５．０  

 ９ 千 葉 ６３．９  ９ 和歌山 ７５．８  

 10 神奈川 ６４．９  10 岩 手 ７６．５  

  

【出典，資料】 英語教育実施状況調査に基づく数値により作成  

       

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

                                                        

 本県の高校の英語担当教員の特徴として，外部検定を受検した経験のあ

る教員の割合が全国に比べて低いことがあり，英検においては生徒と同じ

会場で受検することを敬遠したり，他の外部検定では，試験会場が少なか

ったり，受検費用が高額であることなどが不受検の原因であると考えられ

る。その結果，英検準１級程度（CEFR B2 レベル）以上を取得している高

校の英語担当教員の割合が低くなっている。  

 

 

 

参 

 

考 

 

 

 

  ◎外部検定を受検した経験のある教員の割合        (%) 

 

 

 

調査年度 平成 28 平成 29 平成 30 令和元  

 

 

受検経験割合 66.8 80.3 79.5 86.3 

全国比 -12.3 -2.6 -6.0 -7.4 

 【出典，資料】英語教育実施状況調査に基づく数値により作成 
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事 

項 

 

 

⑮ 本県の教員はＩＣＴ活用指導力向上に係る研修に積極的に取り組んでいる。 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国 

順位 

令和２年度 令和３年度 令和４年度  

都道府県名 研修受講率 都道府県名 研修受講率 都道府県名 研修受講率  

１ 熊 本 県 97.1％ 長 崎 県 96.6％ 和歌山県 95.0%  

２ 長 野 県 92.6％ 長 野 県 96.2％ 大分県 94.0%  

３ 愛 媛 県 91.9％ 愛 媛 県 95.8％ 石川県 93.1%  

４ 大 分 県 90.9％ 熊 本 県 94.9％ 愛媛県 93.0%  

５ 鳥 取 県 86.5％ 石 川 県 93.7％ 長野県 92.8%  

６ 岐 阜 県 86.3％ 鹿児島県 93.0％ 熊本県 91.1%  

７ 石 川 県 84.3％ 岐 阜 県 92.4％ 岐阜県 90.9%  

８ 徳 島 県 83.2％ 大 分 県 91.7％ 鹿児島県 89.9%  

９ 兵 庫 県 80.5％ 茨 城 県 91.5％ 茨城県 88.1%  

10 鹿児島県 78.8％ 鳥 取 県 90.7％ 長崎県 87.8%  

【出典，資料】学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高等学校における共通必履修科目「情報Ⅰ」の開始，ＧＩＧＡスクール構想の

下，全ての公立小・中学校において整備された１人１台端末の積極的な活用推進

など，「教育の情報化」が加速度的に進んだことで，教育委員会や学校でも積極

的に研修の機会の充実を図ったことが要因の一つとして考えられる。 

 また，本県においては離島も多く，これまでなかなか研修の機会が得られなか

ったところがあったが，ＧＩＧＡスクール構想で通信環境の整備も進んだことか

ら，多くの研修においてオンライン配信も併用することで，時間的・距離的な側

面からこれまで研修の受講がかなわなかった教員が積極的に研修等を受講でき

るようになったことも要因として考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和５年度 かごしま「教育の情報化」フォーラムの参加者】 

  参加総数 230 人 うちオンライン参加 65 人 

 

【令和５年度 総合教育センターで実施した講座の参加者】 

 全講座数 38 講座 うちオンライン対応 17 講座 

 講座参加者総数 778 人 うちオンライン参加 229 人  

 

説 

明 
又 

は 

解 

説 

参 
 

考 
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事 

項 

 

 

⑯ 小学校において，授業の様々な場面で「ほぼ毎日」ＩＣＴが活用されている

割合が全国に比べると高い。 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質  問  内  容
 「ほぼ毎日」の割合(%) 

全国比
 

全国順位
  

本県  全国 
  調査対象学年の児童に対して，前年度までに，一人
一人に配備されたＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ機器
を，授業でどの程度活用しましたか。 

 
75.4 

 

 
69.0 

 

 
+ 6.4 

 

 
12 

 

 

  調査対象学年の児童が自分で調べる場面（ウェブブ
ラウザによるインターネット検索等）では，児童一人
一人に配備されたＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ機器
をどの程度使用させていますか。 

44.6 32.7 + 11.9
 

４
 

 

  調査対象学年の児童が自分の考えをまとめ，発表・
表現する場面では，児童一人一人に配備されたＰＣ・
タブレットなどのＩＣＴ機器をどの程度使用させてい
ますか。 

32.1 19.7 +12.4 ４ 

 

  教職員と調査対象学年の児童がやりとりする場面
では，児童一人一人に配備されたＰＣ・タブレットな
どのＩＣＴ機器をどの程度使用させていますか。 

 
41.4 

 

 
32.1 

 

 
+ 9.3 

 

 
６ 

 

 

  調査対象学年の児童同士がやりとりする場面では，
児童一人一人に配備されたＰＣ・タブレットなどのＩ
ＣＴ機器をどの程度使用させていますか。 

 
25.6 

 
17.4 

 
+ 8.2 

 
４ 

 

【出典，資料】令和６年度 全国学力・学習状況調査 学校質問紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＧＩＧＡスクール構想の下，全ての小・中学校において整備された１人１台端

末の積極的な活用推進に向け，教員が積極的に研修等に参加していること（研修

参加率全国６位）が，割合が高くなった大きな要因と考えられる。 

また，特に小学校では基本的にほぼ全教科を１人で指導するため，授業の様々

な場面において活用が進んだことも要因の一つとして考えられる。 

 さらに，県教委においてもＷｅｂを積極的に活用して，県内の全教員を対象に

情報の共有・発信に積極的に取り組んだり，教員相互の情報交流の場を提供した

りするなど，県内外の好事例の共有が進んだことも影響していると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教員の研修参加率(%)】 

 

 

本県 全国 全国比 全国順位   

 93.0 75.8 +17.2 ６位 

 【出典，資料】令和４年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査 

 

【Ｗｅｂを積極的に活用した情報共有・発信】 

 ・「かごしま『ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けて」（総合教育センターＨＰ） 

 ・「ＫａｇｏＧＩＧＡ情報交流室」（Microsoft Teams） 

 ・「かごスタＤＸ」（総合教育センターＨＰ） 

 

説 

明 
又 
は 

解 

説 

参 
 

考 
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２ 学校施設関連                          

 

 

事 

項 

 

  

① 教職員住宅建設戸数が，県，市町村とも多い。 

 （公立学校共済組合の資金活用による累計建設戸数） 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

    

  県教職員住宅建設状況(令和５年度末累計)     単位:戸･千円      

  

  

  

  

  

     

順 位  都道府県名 戸  数 金   額          

         

         

         

         

         

１ 北海道   10,364   104,006,663 

２ 長 野    2,440   25,387,491 

３ 鹿児島    1,697    18,483,467 

４ 千 葉    1,517   14,363,641 

５ 東 京    1,492   24,384,556 

                             ※ 昭和 37 年度以降建設の県立学校及び事務局分          

                                                            

   市町村教職員住宅建設状況(令和５年度末累計)   単位:戸･千円     

  

  

  

  

  

  

順 位  都道府県名 戸  数 金   額          

         

         

         

         

         

１ 北海道   12,006    54,346,275 

２ 長 野    2,676   14,763,656 

３ 鹿児島    1,364     9,616,994 

４ 岐 阜    1,175    4,211,724 

５ 新 潟    1,147    4,285,351 

                     ※ 昭和 37 年度以降建設の市町村立学校分          

                                                            

  【出典，資料】  公立学校共済組合令和５年度決算附属説明資料  

 

 

 説 

 

 明 

 

 又 

 

 は 

 

 解 

 

 説 

 

 

  公立学校共済組合の資金を活用して建設した教職員住宅の建設戸数及び建設

費は，県，市町村とも全国の中でも上位である。 

  これは，「教職員が職務に専念できる環境作り」という観点から，地理的条

件や生活環境の整備充実等について総合的に検討した上で，早くから建設に取

り組んできた成果であると思われる。 

 

 

参 

考 
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３ 青少年教育関連                          

 

 

事 

項 

 

 

①  スポーツ少年団の登録団数及び小学生の加入率が高い。 

 

デ 
 

 
 
 

ー 
 
 

 
 

タ 
 
 

 
 

等 

  

 本県の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 別 登 録 状 況 全 国 順 位  

      

 

 

 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 

団        数 1,049 団 1,006 団 971 団 ５位 

団   員   数 17,298 人 16,407 人 16,165 人 ９位 

指 導 者 数 2,829 人 2,622 人 2,549 人 11 位 

小学生の加入率 17.9% 17.0% 17.0% ７位 

 

 全国の状況                                                  

 

 

 

 

 

 １ 位  ２位  ３位  ４位  ５位  

 

 

 

 

団        数 北海道 埼 玉 茨 城 宮 城 鹿児島 

団   員   数 埼 玉 北海道 茨 城 宮 城 福 島 

指 導 者 数 埼 玉 北海道 秋 田 茨 城 宮 城 

小学生の加入率 秋 田 山 形 岩 手 山 口 宮 崎 

 

【出展，資料】  令和５年度「日本スポーツ少年団登録状況」ほか 

        【(公財)鹿児島県スポーツ協会・鹿児島県スポーツ少年団】 

 

 

説 

 

明 

 

 

・ 県内のスポーツ少年団員数は，少子化や子どもたちの志向の多様化などによ

り，年々減少している。（全国的傾向である。） 

・ 団員数のピークは，昭和 61 年で 50,148 人である。 

 

参 

 

 

考 

 

 

スポーツ少年団の健全育成のために 

・ 各単位団に登録指導者がいないと団登録を認めていない。（昭和 62 年度から実施) 

・ ジュニア・リーダースクールやリーダー研修会，スタートコーチ養成講習会

を計画的に実施している。 
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事 

項 

 

② 「市町村子ども読書活動推進計画」の策定率が高い。 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 

九州各県の「市町村子ども読書活動推進計画」策定状況(令和５年３月 31 日現在） 

  

都道府県名 

 

策定率(％) 

 

  

      福 岡 県       

 

      １００．０ 

 

  

      佐 賀 県       

 

        ５５．０ 

 

  

      長 崎 県       

 

        ８５．７ 

 

  

      熊 本 県       

 

      １００．０  

 

  

      大 分 県       

 

      １００．０ 

 

  

      宮 崎 県       

 

        ９２．３ 

 

  

      沖 縄 県       

 

        ７３．２ 

 

  

     鹿児島県 

 

１００．０ 

 

   

  ※全国の市町村策定率 87.0％（1,514 市町村/1,741 市町村） 

                         

 【出典，資料】 令和５年３月 文部科学省報道発表資料より 

 

 

 説 

 

 明 

 

 又 

 

 は 

 

 解 

 

 説 

 

 

 「子どもの読書活動の推進に関する法律」第９条の規定により，都道府県及

び市町村は，それぞれ「子ども読書活動推進計画」を策定するよう努めなけれ

ばならないとされている。 

 文部科学省では，平成 15 年からその策定状況を把握するため，毎年調査を行

っている。 

 本県では，平成 19 年３月末に全ての市町村において「市町村子ども読書活動

推進計画」が策定された。その後，市町村合併に伴い，合併した市町村は新た

な推進計画づくりに着手し，平成 24 年３月末までに県内の全ての市町村が策定

済みである。 

 策定率 100%は，本県を含めて全国で 15 県ある。（秋田県，福島県，栃木県，

神奈川県，富山県，石川県，岐阜県，三重県，滋賀県，岡山県，徳島県，福岡

県，熊本県，大分県，鹿児島県）  

参 

考 
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事 
項 

 

 
 ③ 住んでいる地域の行事への児童生徒の参加率が高い。 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 
＜全国学力・学習状況調査の質問紙調査＞ 
 質問事項「今住んでいる地域の行事に参加していますか。」に「当てはま
る」，「どちらかといえば，当てはまる」と回答した児童・生徒の割合（％） 
 
【小学校】 
 
 
 
 
 

調査年度 鹿児島県 全国 県と全国との差  

令和元年度 72.7 68.0 4.7 

令和３年度 62.7 58.1 4.6 

令和４年度 59.1 52.7 6.4 

令和５年度 61.3 57.8 3.5 

 

 ※ 令和２年度は中止，令和６年度は調査項目なし 
 
【中学校】 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査年度 鹿児島県 全国 県と全国との差  

 

 

令和元年度 54.2 50.6 3.6 

令和３年度 46.9 43.7 3.2 

令和４年度 42.1 40.0 2.1 

令和５年度 38.5 38.0 0.5 

 

 ※ 令和２年度は中止，令和６年度は調査項目なし 
 
【出典，資料】 
  「全国学力・学習状況調査」児童・生徒質問紙調査結果 
 

 
 説 
 明 
 又 
 は 
 解 
 説 

 
 本県は，毎年４月に実施される「全国学力・学習状況調査」(小学校６年生，
中学校３年生：悉皆調査)における児童･生徒質問紙調査結果において，地域行
事への参加率が，全国平均を上回っている。 
 令和５年度は令和４年度より小学校で 2.2 ポイント増加し，中学校で 3.6 ポ
イント減少している。全国との差は小学校で 2.9 ポイント，中学校で 1.6 ポイン
ト減少している。 

 

 
参 
考 
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４ 家庭教育関連                          

                     
 

事 
項 

 
① 「家庭の日」の発祥の町は，鹿児島県さつま町（旧鶴田町）である。 

 

デ 
 

ー 
 

タ 
 

等 

 

 
 

昭和 30(1955)年 

全国に先駆けて，第３日曜日を「家庭の日」に設定 

 

 

   ・昭和 38 年 「運動」として盛り上がる。 
・昭和 40 年  鹿児島県が，第３日曜日を「家庭の日」に制定。 

   ・昭和 41 年  総理府の外郭団体・青少年育成国民会議の発足を期に 
          会員団体を通じて全国に広がる。 
   ・現   在 家庭教育の重要性に鑑み，再び脚光を浴びている。 
 

 
 
 
 説 
 
 明 
 
 又 
 
 は 
 
 解 
 
 説 
 
 
 

 
 「家庭の日」は，当時，農作業に追われ休めない農業従事者が多く，薄れつ
つあった家族の絆を取り戻そうと，「農休日」などの目的で全国に先駆けて誕
生した。   
  青少年の健全育成を推進するに当たり，人格形成の基盤である家庭環境の重
要性を鑑み，毎月第３日曜日を「家庭の日」と定め，全ての家庭が円満で情意
に満ちた明るい家庭を作るよう，広く県民の自覚と意識の高揚を図るために設
定された。 

 

 

 

 

 
参 
考 
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事 

項 

 

 

② 家庭教育や地域ぐるみの子育てに対する父親の参加が活発である。 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 

  県内の「親父（おやじ）の会」等の結成状況（令和６年３月現在）           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 学校種 

（公立） 
組織数

 
組  織  率

 
(参考)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校区別での 

「親父の会」 

等の結成状況 

 

小学校区 

(479) 

１７４ 

 

３６．３％ 

 

･会員数 ８，９６９人 

 

 

 

 

 

 

 

中学校区 

(203) 

５４ 

 

２６．６％ 

 

義務教育学校

(10) 

   ４ 

 

４０．０％ 

 

小中合同    １ － 

計 ２３３ 

 

  ３３．６％ 

 

 

【出典，資料】「令和５年度鹿児島県の社会教育・生涯学習の現状について」 

 

 

 説 

 明 

 又 

 は 

 解 

 説 

 

 

 県教育委員会では，父親の家庭教育への参画を促すため，フォーラム「父・

かえる」や「おやじサミット」等を開催してきた。（平成 19 年度で終了） 

 開催後に，県内各地で「親父の会」等が組織され，家庭教育はもとより，地

域ぐるみの子育てやＰＴＡ活動への協力など，積極的な活動の展開が今もなさ

れている。 

 また，親父の会同士の活動報告会や交流等を行っているところもある。 

  

 

参 

考 
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事 
項 
 

 
③  県ＰＴＡ連合会の重点運動「一家庭一家訓の設定」は，全国に先駆けた 
  家庭教育の実践運動である。 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 
 令和５年度県内各単位ＰＴＡでの「一家庭一家訓の設定」の取組状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
学  校  種 実 施 率 

            
            
            
            
            
            
            
 
            
 
            
            
            

 
 
単位ＰＴＡの 
 
 
 
 
組織的な取組 

小 学 校 Ｐ Ｔ Ａ ６４．７％ 

中 学 校 Ｐ Ｔ Ａ ５２．１％ 

小 中 併 設 Ｐ Ｔ Ａ ５８．６％ 

義 務 教 育 Ｐ Ｔ Ａ ５７．１％ 

高 校 Ｐ Ｔ Ａ   ６．０％ 

特別支援学校ＰＴＡ ７．１％ 

 

                        ※ 取組状況調査アンケート回収率：８５．１％ 
 
【出典，資料】鹿児島県ＰＴＡ連合会 ホームページ 
                      

  
 説 
 明 
 又 
 は 
 解 
 説 
 

 
 県ＰＴＡ連合会が「一家庭一家訓の設定」を全会員共通の実践事項として重
点化し，全県的に展開することで，各家庭に浸透してきている。家訓の内容と
して，食育と関連づけたものや基本的な生活習慣に関すること，道徳的実践項
目などがある。 
 各単位ＰＴＡでは，ＰＴＡのスローガンに一家庭一家訓を揚げるなど，家庭
教育の充実につながる取組を行っている。 

 
参 
考 
 

 
  鹿児島県ＰＴＡ連合会 ホームページに調査結果が掲載されている。 
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５５社会教育施設関連                         

 

 

事 

項 

 

                

① 優良公民館としての受賞館（文部科学大臣表彰）が多い。 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

順 位 都道府県 公民館数  

 

 

 

 

 

 

１ 広 島   ９５ 

２ 鹿児島   ９３ 

３ 福 島   ８９ 

４ 岩 手   ８７ 

５ 山 口   ８６ 

６ 石 川   ８４ 

  ※ 昭和 23 年度から令和５年度までの大臣表彰を受けた優良公民館数 

 【出典，資料】 

 「全公連５０年史」（全公連発行）･･･昭和 23 年度～平成 12 年度 

 「全国公民館名鑑平成１７年度版」（全公連発行）･･･平成 15･16 年度 

 生涯学習政策局社会教育課資料･･･平成 13・14 年度，平成 17～22 年度， 

平成 24 年度 

 「文部科学省ホームページ」････平成 23 年度,平成 25～30 年度, 

令和元～５年度 

説
明
又
は
解
説 

 

  公民館のうち，特に事業内容・方法等に工夫をこらし，地域住民の学習活 

動に大きく貢献しているものを優良公民館として文部科学大臣が表彰する制 

度で，昭和 23 年度から始まった。 

 

 

参 

考 
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６ 生涯学習関連                       

                      

事 

項 

 

① 県人口に占める放送大学学習センターの在学者数の割合が高い。 

 

デ 
 

 
 
 

ー 
 
 

 
 

タ 
 
 

 
 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年度 順位 都道府県名 学習者数(人) １万人当たりの人数(人)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

１ 石 川 県 ２，２５８ １９．９ 

２ 京 都 府 ４，４０６ １７．１ 

３ 高 知 県 １，０５３ １５．２ 

４ 東 京 都 １９，１９９ １３．７ 

５ 沖 縄 県 １，４４９ ９．９ 

６ 鹿 児 島 県 １，３８６ ８．７ 

全     国 ８７，０５３ ６．９ 

４ 

１ 京 都 府 ４，３６１ １６．９ 

２ 石 川 県 １，８８５ １６．６ 

３ 高 知 県 １，１０９ １６．０ 

４ 東 京 都 １９，４００ １３．８ 

５ 沖 縄 県 １，４２４ ９．７ 

６ 鹿 児 島 県 １，３５０ ８．５ 

全     国 ８８，９２２ ７．０ 

５ 

１ 京 都 府 ４，１１４ １６．０ 

２ 石 川 県 １，７００ １５．０ 

３ 東 京 都 １９，８０３ １４．１ 

４ 高 知 県 ８６７ １２．５ 

５ 沖 縄 県 １，３１６ ９．０ 

６ 千 葉 県 ４，９１８ ７．８ 

７ 鹿 児 島 県 １，２３５ ７．８ 

全     国 ８６，９３０ ６．９ 

  ※人口は，令和２年度までは平成 27 年，令和３年度以降は令和２年国勢調査に基づく人口 
 【出典，資料】  放送大学鹿児島学習センターの概要（毎年度２学期現在） 

 

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 

 放送大学鹿児島学習センターの開所（平成 10 年 10 月）により，テレビ，ラ

ジオ等で，いつでも，どこでも，だれでも，高度で専門的な学習機会を得るこ

とができるようになり，離島を多く有する本県にとってのメリットは大きい。 

 平成 15 年４月からは，かごしま県民交流センター内に移転した。 

 また，平成 21 年４月にセンター外再視聴室を県立奄美図書館に移設し，平成

22 年度から単位認定試験を奄美市内でも受験できることとなった。 

 平成 28 年には，鹿児島学習センターで実施する面接授業のインターネットで 

の配信を開始し，県立奄美図書館で視聴できることとなった。 

 放送大学鹿児島学習センターは，平成 30 年に開設 20 年を迎えた。 

（※再視聴：放送大学の授業をビデオ，ＤＶＤ等でいつでも視聴できる。） 

参 

考 
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７ 文化財関連                          

                      

 

事 

項 

 

 

① 国の特別天然記念物の指定数が多い。 

 

 

デ 
 

 
 

ー 
 

 
 

タ 
 

 
 

等 

 

  国の特別天然記念物指定数 

 

 

 

 

順位 都道府県名 指定数  

 

 

 

 １ 鹿児島   ６ 

 ２ 北海道   ５ 

 ３ 岩 手   ４ 

      

   

【出典，資料】 

 「文化財指定等の件数」 （令和６年９月１日現在） 

(文化庁 HP https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/shokai/shitei.html) 

                                      

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 ◎本県にある国指定特別天然記念物の名称 

 １ 鹿児島県のツルおよびその渡来地 

 ２ 喜入のリュウキュウコウガイ産地 

 ３ 蒲生のクス 

 ４ 鹿児島県のソテツ自生地 

 ５ 屋久島スギ原始林 

  ６ 枇榔島亜熱帯性植物群落 

   

 ※ アマミノクロウサギは種指定（地域定めず）のため含めない。 

 

 

参 

考 
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https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/shokai/shitei.html


                    

 

事 

項 

 

 

② 屋久島の縄文杉は，日本最大級のスギである。 

 

 

デ 
 

 
 

ー 
 

 
 

タ 
 

 
 

等 

  

 

 順位 名  称 所在地 幹周り(㎝)  

  １ 将軍杉 新 潟 1,931  

  ２ 縄文杉 鹿児島 1,610  

  ３ 杉の大杉（神代杉） 高 知 1,560  

  ３ 洞杉 富 山 1,560  

  ５ 清澄の大杉（千年杉） 千 葉 1,505  

 

【出典，資料】 

  環境省 巨樹・巨木林データベース 

 （環境省 HP https://kyoju.biodic.go.jp/）  

 

 

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 

  

屋久島町の標高 1,300ｍ程に所在する「縄文杉」は樹高 25.3ｍ，胸高周囲 16.4ｍ 

あり，日本最大級のスギである。樹齢は 7,200 年という説もあるが，中心部

は空洞になっており，その内側から採取した資料の科学的計測値は 2,170 年

となっている。 

 

  縄文杉（屋久島町 HP より） 

    樹  高：約 25.3ｍ 

胸高周囲：約 16.4ｍ 

   

 

参 

考 
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https://kyoju.biodic.go.jp/


                    

 

事 

項 

 

 

③ ツルの渡来地である出水平野は，渡来数日本一である。 

 

 

デ 
 

 
 

ー 
 

 
 

タ 
 

 
 

等 

 

年度別ツル渡来数（過去５年間） 

  令和元年度 15,529 羽 

  令和２年度 17,315 羽（計測史上最高） 

  令和３年度 16,840 羽 

 令和４年度 10,074 羽 

 令和５年度 12,972 羽 

【出典，資料】 

  令和元年度 

  長期的ツル保護対策調査事業業務委託報告書（出水市教育委員会） 

   令和２～５年度  

  ツル保護会作成資料 

 

 国の天然記念物としての渡来地 

   山口県周南市 令和５年度 ７羽 

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 

 出水平野には，世界中のナベヅルの約９割，マナヅルの約５割が飛来する

といわれ，その渡来数は日本一である。本県以外のツルの国の天然記念物と

しての渡来地には，山口県周南市八代がある。 

  本県では，平成９年度から 27 年連続１万羽以上のツルが渡来している。 

 「鹿児島県のツルおよびその渡来地」は昭和 27 年３月 29 日に国の特別天

然記念物に指定された。（天然記念物指定は大正 10 年３月３日） 

 なお，タンチョウヅルの周年生息地としては，北海道が知られている。 

 

 

参 

考 
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事 

項 

 

 

④ 姶良市蒲生町のクスノキは，日本一の大クスである。 

 

 

デ 
 

 
 

ー 
 

 
 

タ 
 

 
 

等 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

順位 名  称 所在地 幹周り(ｍ)  

 

 

 

 

 

 

 １ 蒲生のクス 鹿児島 ２４．２ 

 ２ 来宮神社の大クス 静 岡 ２３．９ 

 ３ 本庄のクス 福 岡 ２１．０ 

 ３ 川古のクス 佐 賀 ２１．０ 

 ５ 衣掛の森 福 岡 ２０．０ 

 ５ 武雄の大クス 佐 賀 ２０．０ 

 

【出典，資料】 

    「かごしま文化財事典」鹿児島県教育委員会 

    「巨樹・巨木」渡辺典博 山と渓谷社 

    「日本の巨樹 100 選」 大貫 茂  淡交社 

 

 

説 

 

明 

 

又 

 

は 

 

解 

 

説 

 

 

 姶良市蒲生町八幡神社境内のクスノキは，昭和 63（1988）年の環境庁（現

環境省）の第４回自然環境保全基礎調査巨樹・巨木調査で日本最大の巨樹と

認められた。 

 昭和 27 年３月 29 日に国の特別天然記念物に指定された。（天然記念物指

定は大正 11 年３月８日） 

 

  蒲生のクス 

   根 周 り：33.57ｍ 

  幹 周 り：24.22ｍ 

  樹   高：約 30ｍ 

   推 定 樹 齢：約千数百年 

 

 

参 

考 
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事 

項 

 

 

⑤ 上野原遺跡は，国内で最古最大級の縄文時代早期前葉（約 10,600 年前）

 の定住化した集落跡である。 

 

デ 
 

 
 

 
 

ー 
 

 
 

 
 

タ 
 

 
 

 
 

等 

 

  
約 10,600 年前～ 上野原遺跡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 縄 

 
約 5,900 年前～  三内丸山遺跡（青森県） 

 

                                                 文 

 
約 5,000 年前～  尖石遺跡（長野県） 

 

                                                 時 

 
約 4,500 年前～  津雲貝塚（岡山県） 

 

                                                 代 

 
約 2,700 年前～  真脇遺跡（石川県）

  

 

                            

 
約 2,500 年前～ 吉野ヶ里遺跡（佐賀県）   弥生時代 

 

                                                  

 
約 2,000 年前～  登呂遺跡（静岡県） 

 

 

 

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 

 52 棟の竪穴住居跡を中心に，屋外の調理施設と考えられる 39 基の集石遺構

や 16 基の連穴土坑等，多様な遺構が多数検出されており，南九州地域におけ

る定住化初期の様相を示す大集落跡として知られている。 

 遺跡は現状保存され，平成 11 年１月には国の史跡に指定された。その後，

史跡公園として整備され，平成 14 年 10 月に「鹿児島県上野原縄文の森」と

して開園した。 

 

 

参 

考 
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事 

項 

 

 

⑥ 上野原遺跡に代表される南九州の縄文時代早期後葉(約 8,600 年前)の遺

跡から出土した壺形土器と土製耳飾りは，国内最古級の資料である。 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 

 上野原遺跡出土の壺形土器は，約 8,600 年前の幾何学文様をもつ平栫式土器

と呼ばれる土器群の１器種である。 

 

 上野原遺跡では，11 個体の壺形土器が完形で出土した。これらは遺跡の中

で標高がもっとも高い場所から出土し，ススが付着したものが多く，土坑内

に埋められた状態で出土したことから，何らかの祭祀的な機能を伴ったもの

と考えられている。土坑のうちの１基からは，壺形土器が土坑内に２個並ん

だ状態で出土した。 

 

 土製耳飾りは，耳たぶに孔をあけて挿入するもので，環状を呈する
わじよう

輪 状
じ せ ん

耳栓 

と環状を呈さない円盤形態の臼形
うすがた

耳
じ

栓
せん

の２種類が出土した。直径は大き

いもので 15ｃｍ，小さいもので３ｃｍ程であった。土製の耳飾りには，「幾

何学文様」「渦巻き文様」「Ｓ字文様」などの文様をつけたり，顔料（ベン

ガラ）で赤く彩色したものも見られた。 

 

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 

 壺形土器は弥生時代（約 2,200 年前）に，土製耳飾りは縄文時代後期（約

 3,500 年前）に出現するのが一般的であるが，上野原遺跡に代表される南九

州では，既に縄文時代早期後葉（約 8,600 年前）に出現している。 

  平成 10 年６月に縄文時代早期後葉（約 8,600 年前）の上野原遺跡の出土品

767 点が，国の重要文化財に指定された。 

 

 

 

参 

考 
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事 

項 

 

 

⑦ 旧石器時代の生活跡（南種子町横峯Ｃ遺跡・中種子町立切遺跡）と落と

 し穴の跡（中種子町立切遺跡）は，国内最古級である。 

 

デ 
 

 
 

 

ー 
 

 
 

 

タ 
 

 
 

 

等 

 

 旧石器時代の遺跡の中で，約 35,000 年以前までさかのぼる例は，本県の横

峯Ｃ遺跡や立切遺跡のほか，宮崎県の後牟田遺跡，熊本県石の本遺跡及び曲

野遺跡，静岡県の石子原遺跡等が確認されているのみである。 

 横峯Ｃ遺跡や立切遺跡では，焼土跡や礫群，土坑などの生活跡がまとまっ

て検出された。 

 落とし穴については，これまで約 27,000 年前の静岡県初音ヶ原遺跡の例が

日本最古といわれていたが，平成 18 年 11 月，立切遺跡で約 35,000 年以前の

落とし穴が検出された。    

  

  【出典，資料】 

     稲田孝司『遊動する旧石器人』岩波書店 

      後牟田遺跡調査団，川南町教育委員会『後牟田遺跡』 

      静岡県三島市教育委員会 

                「初音ヶ原Ａ遺跡第２地点・Ｂ遺跡第３地点」 

  

 

説 

明 

又 

は 

解 

説 

 

 

 横峯Ｃ遺跡と立切遺跡の礫群（調理施設）や立切遺跡の落とし穴（34 基）

は，後期旧石器時代初頭に相当する約 35,000 年以前のもので，国内最古級の

ものとして位置付けられる。  

  この２か所の遺跡は現状保存され，令和４年 11 月に「立切遺跡・横峯遺跡」

として国の史跡に指定された。 

 

 

 

参 

考 
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